
１　推進状況及び評価

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R６ R７ R８ R９ R10 R11

1 1 現状維持 1 目標どおり現状維持（名寄市立総合病院が指定されている。）

1 1 現状維持 1 目標どおり現状維持（名寄市立総合病院が指定されている。）

100 100 現状維持 100 目標どおり現状維持

100 100 現状維持 100 目標どおり現状維持

実 施 件 数 等 71 100 現状より増加
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（R７．３）
目標に反し、実施率低下

２　主な取組の内容等

「上川北部圏域地域推進方針」の推進状況　【令和６年度】

　07　災害医療体制

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

令和６年度の評価

課　　　　題 今後の方向性

保健所調べ（令和６年４月
現在）

体 制 整 備

・災害時や被災者の転入等に対しては、随時、メンタルヘルスケアや健
康相談を保健師等が実施

・災害拠点病院である名寄市立総合病院では次の取組が行われてい
る。
　・病院独自の業務継続計画（BCP）を策定し、平時より災害遭遇時に備
えている。
  ・道内４病院（市立函館病院、市立釧路総合病院、砂川市立病院）と災
害等における病院間の相互支援に関する協定を締結し、有事の際には
連携体制を構築している。

・災害の種類や規模に応じて医療資源を有効に活用する必要があ
り、平時から、災害対策に資する関係機関等の連携及び相互支援体
制を構築しておく必要がある。

・災害時における高齢者等の要配慮者の救護所や避難所における
健康管理、感染症対策等を中心とした活動が重要となる。

・被災者のニーズ等に的確に対応したメンタルヘルスケアを含む健康管
理を行うため、保健師、栄養士等による保健指導及び栄養指導を実施
するとともに関係機関、関係団体との連携を図る。

・災害拠点病院の充実強化及び有事の際に適切な災害対応が行える
よう災害拠点病院を中心とした関係機関間の連絡・連携体制の構築に
向け、引き続き取り組むようにする。

・立入検査等の機会を活用し、医療機関の防災マニュアル等の策定状
況の確認を行い、策定を進める。

・災害拠点病院以外の病院についても業務継続計画（BCP）の策定、見
直しを進める。

・避難所における衛生管理、感染症対策等について、防災計画の見直
し等を進める。

・当圏域の医療機関との連携体制が未整備となっていることから、今
後、災害時の相互支援について検討する必要がある。

・災害拠点病院である名寄市立総合病院では次の取組が行われてい
る。
　・業務継続計画（BCP）の策定（H３０．１２）
　・定期的な総合訓練・研修会の実施
　・防災マニュアルの改訂
　・マネジメントコースを含むMCLSへの参加

・当圏域は地理上もこれまでも比較的大規模な自然災害（地震・水
害）に遭遇することはなかったが、災害対策に係る関係者の意識付け
の醸成が必要である。また、訓練のノウハウがなく、訓練の充実が図
られない。
・広域災害・救急医療情報システム（EMIS）による情報発信、医薬品・
医療材料、食料・飲料水等の備蓄、DMAT等の医療チームを受け入
れる体制の維持管理を行っていく必要がある。

災害医療の連携体制の構築や災害医療体制の充実強化

災害拠点病院の強化

取組の内容 実　　　　績

上川北部圏域災害拠点病院数

上川北部圏域北海道DMAT指定医療機関数

災害拠点病院における耐震化整備率（％）

災害拠点病院における浸水等対策率（％）

病院におけるＥＭＩＳ操作を含む研修・訓練を実
施率（％）

上川北部圏域
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広域災害・救急医療情報システム（EMIS）の整備

災害派遣医療チーム（DMAT）の整備

・災害拠点病院である名寄市立総合病院では、DMATの人材育成とし
て、厚生労働省DMAT事務局が主催する北海道ブロックDMAT技能研修
に定期的に参加している。また、北海道主催の「北海道DMAT実働訓練
への参加や、同じく北海道が主催する災害時通信訓練等へ積極的に関
与し、隊員の技能維持、育成に努めている。

（令和６年度）
・院内災害本部立ち上げ訓練の実施
・既存隊員の技能維持訓練への参加
・北海道DMAT養成研修会への参加
・その他政府訓練、災害訓練、北海道防災訓練への参加

・DMAT隊員の人事異動や資格保有者の退職により、日本ＤＭＡＴ 隊
員資格の保有者の人数がここ数年において減少しており、新たな人
材の確保・育成が課題である。

・DMAT関係者の研修会等の受講機会の確保を促進する。

・上川北部圏域の病院におけるEMIS登録については、７病院全てが登
録済みである。

・ＥＭＩＳ操作を含む研修・訓練の実施

・災害発生時におけるEMISの緊急時入力・情報の活用方法等が充分
に周知されていない。

・関係機関・団体と協力し、必要に応じて研修会やEMIS入力訓練等の
実施によりEMISの緊急時入力等に関する理解を促進する。

取組の内容 実　　　　績 課　　　　題 今後の方向性
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